
【考え方】
　消費税は、国内において事業者が行う課税資産の譲渡等を課税の対象とし、他方で、事業者
が国内において行った課税仕入れについては、その課税仕入れに係る消費税額を課税売上割合
に応じて控除する仕組みとなっています（消法 4①、 5①、30①一②）。
　ご質問の場合、入替時まで使用していた古い医療機器を下取りに出すことは、下取価格でそ
の医療機器を新しい医療機器の販売業者に譲渡したこととなり（消令 2 ③）、新しい医療機器
の購入は、下取価格を控除する前の価格で課税仕入れを行ったことになります。
　なお、新しい医療機器の購入価格から下取価格を控除した残額により課税仕入れを行い、古
い医療機器の譲渡はなかったこととする処理は認められません。
注�　医療機器を販売する事業者においても、新しい医療機器の譲渡と下取りする医療機器の課
税仕入れとして処理することとされています（消基通10－ 1 －17）。

　もし、新しい医療機器の購入価格から下取価格を控除した残額により課税仕入れを行い、古
い医療機器の譲渡はなかったこととすると、控除した下取価格部分に対応する消費税相当額は
100％控除されたのと同じ結果になってしまいます。しかし、仕入控除税額について一括比例
配分方式又は個別対応方式（課税売上げと非課税売上げに共通して要する課税仕入れに限られ
ます。）により計算する場合は、課税仕入れに係る消費税額にその課税期間の課税売上割合を
乗じて計算した金額部分のみが控除の対象となりますから、負担の公平の点から考えれば、当
然の取扱いといえるでしょう。
注�　個別対応方式による場合、非課税売上げにのみ要する課税仕入れに係る消費税額は、そも
そも控除の対象になりません（消法30②一）。

� （つづく）

　本紙第6907号（令和 8年 7月20日）6ページ「（税務解説）医療・介護・福祉における消費税」
第 9回　仕入税額控除⑴のQ 1『調剤薬局における薬品の課税仕入れの用途区分』のＡに
誤りがありました。お詫びして、下記のとおり訂正します。

（下線部が訂正箇所）

【訂　正】

正
Ａ�　調剤問屋仕入れは課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要する
もの、調剤他薬局仕入れはその他の資産の譲渡等にのみ要するもの、に区分され
ます。

誤
Ａ�　⑴は課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するもの、⑵はそ
の他の資産の譲渡等にのみ要するもの、に区分されます。
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